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風味調味料の日本農林規格の見直しについて（案）

平成１８年８月２４日

農 林 水 産 省

１ 趣旨

農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１

７５号）第９条の２の規定に基づき、風味調味料の日本農林規格（昭和５０年

３月２５日農林省告示第３１０号）について、一般消費者の使用の合理化に資

し、かつ、良質な製品を提供する観点から所要の見直しを行う。

２ 内容

風味調味料は、消費者の使用頻度の高い調理等の材料として、一定の品質が

、 、期待されていることから 使用の合理化に資する観点からの標準が必要であり

現状の製造・流通実態を踏まえ、

うま味成分の指標として規定している風味原料にかつおぶしの粉末を使

用した場合の全窒素分に加えて、使用頻度の高い「煮干いわし、煮干とび

うおの粉末」を使用した場合の全窒素分の基準値を設ける

賦形剤について、でん粉にのみ含有率が定められているが、でん粉及び

デキストリンの使用割合として規定する

風味原料の含有率は、粉末風味原料は水分１８％、抽出濃縮物は水分８

％に換算して算出しているが、実際の水分含有率はそれぞれの風味原料に

より異なることから、無水物として算出する方法に改める

製品の分析方法について、分析機器を用いた方法に改める

等の改正を行う。
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風味調味料について

１ 規格の位置づけ

風味調味料は、消費者が日常的に調理等の材料として使用している

ことから、一定の品質が期待されており、使用の合理化に資するとの

、 「 」観点から標準が必要であり 風味調味料の日本農林規格は 標準規格

として位置づけられる。

２ 生産状況及び規格の利用実態

国内製造工場数 約３０工場

小売販売額の増減率 ▲ ２ ３％.

年 次 小売販売額（億円）

１２ ６４９

１３ ６４１

１４ ６３８

１５ ６３１

１６ ６３４

格付率 平成１６年 ８２％（ ）

・格付数量 トン36,500

・生産数量 トン44,500

他法令での引用 なし
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風味調味料の日本農林規格の改正概要

１ 定義の変更

（定義）

用 語 改 正 案 現 行

風味調味料 調味料（アミノ酸等）及び風 調味料（アミノ酸等）及び風

味原料に砂糖類、食塩等（香 味原料に糖類、食塩等（香辛

辛料を除く。）を加え、乾燥 料を除く。）を加え、乾燥し

し、粉末状、顆粒状等にした 、粉末状、顆粒状等にしたも

ものであって、調理の際風味 のであって、調理の際風味原

原料の香り及び味を付与する 料の香り及び味を付与するも

ものをいう。 のをいう。

風味原料 節類（かつおぶし等）、煮干 かつおぶし、煮干魚類、こん

魚類、こんぶ、貝柱、乾しい ぶ、貝柱、乾しいたけ等の粉

たけ等の粉末又は抽出濃縮物 末又は抽出濃縮物

をいう。 をいう。

（改正内容）

・ 他品目との整合性を図るため、風味調味料の定義中の糖類を砂糖類に改め

る。

・ 風味原料について、現在も使用可能なかつおぶし以外のふし（さばぶし、

あじぶし等）が風味原料に含まれることを明確にするため、「節類（かつお

ぶし等）」と改める。

２ 規格の変更

① 品質基準

区 分 改 正 案 現 行

性 状 １ 香味及び色沢が良好であ １ 香味が良好であり、かつ

り、異味異臭がないこと。 、異味異臭がないこと。

２ 粉末状又はか粒状のもの ２ 粉末状又はか粒状のもの

にあっては、吸湿による塊 にあつては、吸湿による塊

等がなく粒子が分離してい 等がなく粒子が分離してい

るものであり、その他の形 るものであり、その他の形

状のものにあっては、くず 状のものにあつては、くず

れ等がなく本来の形状を保 れ等がなく本来の形状を保

持しているものであるこ 持しているものであるこ 

水 分 ［削る。］ ４．０％以下であること。
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全窒素分 下表左欄の風味原料を使用し 風味原料としてかつおぶしの

たものにあっては、下表右欄 粉末を使用したものにあつて

に規定する基準値以上である は、２．７％以上であること

こと。 。

風味原料 基準値

かつおぶしの粉 ２．７％

末及び抽出濃縮

物並びにかつお

の抽出濃縮物

煮干いわし、煮 ２．５％

干とびうおの粉

末及び抽出濃縮

物

でん粉含有量 原料として使用したでん粉及 ２％以下であること。

↓ びデキストリンの重量の原材

でん粉及びデ 料に対する割合が２％以下で

キストリン配 あること。

合量

風味原料の含 別表の算式により算出した風 別表の算式により算出した風

有率 味原料の粉末及び抽出濃縮物 味原料の粉末及び抽出濃縮物

↓ の配合率が８．３％以上であ の含有率が１０％以上である

風味原料の配 ること。 こと。

合率

（改正内容）

・ 性状について、水分含量の多い製品を規格外と判断するため、「色沢」の

基準を追加した。

・ 水分について、規格の上限値（4.0％）と市販製品の実態とが乖離してい

ること。また、水分が4.0％を超えるものは、色沢が濃くなるため、性状不

良（色沢不良）と判断できることから、水分の項目を削除する。

・ 全窒素分については、かつおぶし以外の代表的な風味原料である煮干いわ

し及び煮干しとびうおを使用した製品の基準を新たに設ける。

・ 現行の規格では、賦形剤として、でんぷん、デキストリン及び乳糖の使用

が認められているものの、でん粉の含有量のみ基準値が設定されている。
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このため、新たな品質項目として「でん粉及びデキストリンの配合量」を

設けることにより、デキストリンについても使用基準を定める。

（なお、乳糖については、「糖類」の項目で乳糖以外の糖類との合計とし

て基準を定める。）

・ 現行の風味原料含有率の計算式は、粉末の風味原料の水分を１８％、抽出

物の風味原料の水分を８％と規定し、含有率を算出することとしている。

しかし、風味原料の水分は、使用する風味原料により異なることから、無

水物換算で風味原料の含有率を算出するよう計算式を改める。

② 原材料

改 正 案 現 行

食品添加物以 次に掲げるもの以外のものを 次に掲げるもの以外のものを

外の原材料 使用していないこと。 使用していないこと。

１ 風味原料 １ 風味原料

かつおぶし、そうだかつ かつおぶし（そうだかつ

おぶし、さばぶし、あじぶ おぶしを含む。）、さばぶ

し及びいわしぶしの粉末又 し、あじぶし及びいわしぶ

は抽出濃縮物、かつお、そ しの粉末又は抽出濃縮物、

うだかつお及びさばの抽出 かつお（そうだかつおを含

濃縮物並びに煮干いわし、 む。）及びさばの抽出濃縮

煮干とびうお、こんぶ、貝 物並びに煮干魚類（いわし

柱及び乾しいたけの粉末又 に限る。）、こんぶ、貝柱

は抽出濃縮物 及び乾しいたけの粉末又は

抽出濃縮物

２ 砂糖類 ２ 糖類

砂糖、ぶどう糖、果糖、 砂糖、ぶどう糖、果糖、

乳糖、ぶどう糖果糖液糖、 ぶどう糖果糖液糖、果糖ぶ

果糖ぶどう糖液糖、高果糖 どう糖液糖、高果糖液糖、

液糖、砂糖混合ぶどう糖果 砂糖混合ぶどう糖果糖液糖

糖液糖、砂糖混合果糖ぶど 、砂糖混合果糖ぶどう糖液

う糖液糖及び砂糖混合高果 糖及び砂糖混合高果糖液糖

糖液糖

３ ［略］ ３ 食塩

４ たん白加水分解物及び酵 ４ たん白加水分解物

母エキス

５ でん粉及びデキストリン ５ 賦形剤

でん粉、デキストリン及
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び乳糖

（改正内容）

・ 風味原料について、削りぶしのＪＡＳ規格と同様、「かつおぶし」には「

そうだがつおぶし」が含まれないこととした。また、製品の製造実態に合わ

せ、煮干魚類として「いわし」のほか「とびうお」も使用できることとす

・ 糖類について、糖類の１種である乳糖を、賦形剤ではなく、糖類の中に含

めた。また、他品目との用語の整合をはかるため、糖類を砂糖類に改める

・ 現在、たん白加水分解物として使用されている「酵母エキス」を明確化す

るため、「たん白加水分解物」を「たん白加水分解物及び酵母エキス」に改

める。

・ 賦形剤の用語は、「形をつくるもの」との印象が強く、顆粒状製品を製造

する場合のみに使用可能と誤った解釈をされる恐れがあり、また、一般的に

なじみが薄くわかりにくいことから、この用語を削除する。

③ 測定方法

測定項目 改 正 案 現 行

水 分 [削る。] 試料約３ｇを温度70℃、圧力

40kpa以下で５時間乾燥した後

ひょう量し、乾燥前の重量と

乾燥後の重量との差の試料重

量に対する百分比を水分とす

る。

糖 分 １ 装置 １ 試料約５ｇに水を加えて

カラム恒温槽、脱気装置 200ｍｌとしたものをろ過し

が備えられている示差屈折 、そのろ液50mlを65℃の湯

率検出器付き高速液体クロ 浴中に浸し、25％塩酸溶液

マトグラフを使用する。 ５mlを加えて15分間保った

２ 混合標準溶液の調製 後、冷却し、メチルレッド

あらかじめ減圧乾燥器を を指示薬として10％水酸化

用いて60℃、2.7ｋPa以下で ナトリウム溶液で中和し、

３時間乾燥させた果糖、ぶ 水を加えて250mlとしたもの

どう糖、しょ糖をそれぞれ を還元用の検液とする。

約１ｇずつ及び乳糖１水和 ２ １の検液、ソモギー第１

物約1.1ｇを正確に量り取り 液及び水を10mlずつ取り、

50％エタノールで100ml全量 沸騰水浴中で25分間加熱し

フラスコで定容とし、10 た後、冷却し、ソモギー第
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mg/ml混合標準溶液とする。 ２液10ml及び１mol/L硫酸溶

これを50％エタノールで正 液10mlを加え、１％でん粉

確に希釈し、0.2、１、２、 溶液を指示薬として0.05mol

４及び６mg/ml希釈混合標準 /Lチオ硫酸ナトリウム溶液

溶液とする。量り取った正 で滴定して糖量を求め、そ

確な重量を用いて検量線の の試料全量に対する百分比

各濃度を正確に算出する。 （乳糖を加えたものにあつ

３ 試験溶液の調製 ては、百分比に1.2を乗じた

試料約５ｇを正確に量 比率）を糖分とする。

り取り、水で50ml全量

フラスコで定容とし、

よく撹拌する。定量分

析用ろ紙でろ過する。

固相抽出ミニカラム（

約３ml容の有機溶媒に

耐性の材質のカラム管

にジビニルベンゼンと

Ｎ－ビニルピロリドン

の共重合体60mgを充て

んしたもの又はこれと

同等の分離特性を有す

るもので、あらかじめ

メタノール２ml、水２

mlを順次通過させ、残

っている水を排出して

おく。）にろ液2.5mlを

通過させた後、残って

いるろ液を排出する。

次いで水2.5mlを通過さ

せた後、残っている水

を排出する。ミニカラ

ム通過液は全量を25ml

全量フラスコに受け、

エタノールで定容とし

、よく攪拌する。

ろ過膜（孔径が0.45μ

ｍ又はそれより小さいも
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ので有機溶媒に耐性の材

質のもの）でろ過して試

験溶液とする。

４ 高速液体クロマトグラフ

の条件

分析カラムに前に保護

カラムを装着して分析す

る。

分析カラム

内径4.6mm､長さ250

mmのステンレス管に

ポリビニルアルコー

ルゲルにペンタエチ

レンヘキサミンを化

学結合したものを充

てんしたもの又はこ

れと同等の分離能力

を有するもの

保護カラム

内径4.6mm、長さ10

mmのステンレス管に

分析カラムと同じ充

てん剤を充てんした

もの又はこれと同等

の能力を有するもの

カラム温度

30℃付近の一定温度

移動相

約75％アセトニトリル

（ 及び を微調整し 

て乳糖標準品の保持時

間が約15分となるよう

にする。)

流 速

１ml／分

５ 希釈混合標準溶液20 ｌμ

を高速液体クロマトグラ
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フに注入し、各糖のピー

ク面積をデータ処理装置

を用いて自動積分法で測

定し、濃度とピーク面積

について検量線を求める

（検量線には原点を含め

ない。）。

６ 試験溶液20 ｌを高速液μ

体クロマトグラフに注入

し、各糖のピーク面積を

データ処理装置を用いて

自動積分法で測定し、検

量線により各糖の濃度を

求める。各糖含有量は次

式により求める。

各糖含有量（mg／ｇ）＝

Ａ×25（最終希釈液量）

×20／Ｗ

Ａ：検量線から求めた試

験液の各糖濃度(mg／ml)

Ｗ：試料重量(ｇ)

７ 糖分の計算

各糖含有量を合計して

全糖含有量を求め、その

試料全量に対する百分比

を糖分とする。

注１：試験に用いる水は

、蒸留法若しくはイ

オン交換法によって

精製した水又は逆浸

透法、蒸留法、イオ

ン交換法などを組み

合わせた方法によっ

て精製した水とする

。

注２：別に規定するもの

のほか、試験に用い
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る試薬、試液、容量

分析用標準物質及び

ろ紙は、日本工業規

格の容量分析用標準

物質、特級などの規

格に適合するものと

する。また、移動相

に用いる溶媒は高速

液体クロマトグラフ

用のものとする。

食 塩 分 １ 測定の手順 試料約５ｇに水を加えて500ml

試料の調整 としたものをろ過し、そのろ

試料約５ｇを正確に秤 液10mlを取り、中和した後、

量皿に量りとり、500ml全 ２％クロム酸カリウム溶液を

量フラスコに水で洗い込 指示薬として0.05mol/L硝酸銀

みながら定容とする。定 溶液で滴定し、食塩の重量を

量分析用ろ紙でろ過し、 求め、その試料全量に対する

食塩分測定用試料溶液と 百分比を食塩分とする。

する。

滴定

ア 自動滴定（電位差滴

定装置を用いた方法）

試料溶液10mlを全量

ピペットで100mlビーカ

ーに取り、希硝酸（硝

酸10mlを水で希釈して

１ｌとしたもの。）50

mlを加え、さらに１％

ポリオキシエチレン（

20）ソルビタンモノラ

ウレート（ポリソルベ

ート20）１mlを全量ピ

ペットを用いて加えて

電位差滴定装置に装着

し、撹拌しながら0.1

mol/L硝酸銀標準溶液で

滴定する。装置の操作
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に従い終点を検出する

。

試料溶液に替えて水

10mlを用いて同様に操

作し空試験を行う。空

試験において、終点が

検出されない場合には

、その滴定値は０ml と

する。

イ 手動滴定（比色によ

る目視）

試料溶液10mlを全量

ピペットで200ml三角フ

ラスコに取り、水50ml

を加え、２％クロム酸

カリウム溶液１mlを指

示薬として加えて、25

ml容褐色ビュレットを

用い0.05mol/L硝酸銀標

準標準溶液で滴定する

。試料溶液が微橙色を

呈する点を終点とする

。試料溶液に替えて水

100mlを用いて同様に操

作し空試験を行う。

２ 計算

自動滴定

食塩分(％)＝0.005844

×｛（Ｔ－Ｂ）×Ｆ｝／

Ｗ×50×100

Ｔ：本試験における0.1

mol/L硝酸銀標準溶

液の滴定値（ml）

Ｂ：空試験における0.1

mol/L硝酸銀標準溶

液の滴定値（ml）

Ｆ：0.1mol/L硝酸銀標
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ファクター準溶液の

Ｗ：試料重量（ｇ）

0.005844：0.1mol/L硝

酸銀標準溶液１ml

に相当する食塩の

重量（ｇ）

手動滴定

食塩分(％)＝0.002922

×｛（Ｔ－Ｂ）×Ｆ｝／

Ｗ×50×100

0.05Ｔ：本試験における

mol/L硝酸銀標準溶

液の滴定値（ml）

空試験における0.05Ｂ：

mol/L硝酸銀標準溶

液の滴定値（ml）

Ｆ：0.05mol/L硝酸銀標

ファクター準溶液の

Ｗ：試料重量（ｇ）

0.002922：0.05mol/L硝

酸銀標準溶液１ml

に相当する食塩の

重量（ｇ）

注１：試験に用いる水

は、別に規定する

もののほか、蒸留

法若しくはイオン

交換法によって精

製した水又は逆浸

透法、蒸留法、イ

オン交換法などを

組み合わせた方法

によって精製した

水とする。

注２：別に規定するも

ののほか、試験に

用いる試薬、試液
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、容量分析用標準

試薬及びろ紙は、

日本工業規格の容

量分析用標準試薬

、特級などの規格

に適合するものと

する。

注３：0.1及び0.05mol/L

硝酸銀標準溶液のフ

ァクター(Ｆ)は次の

ように求める。ただ

し、調整済の市販標

定品を使用する場合

は標定値をファクタ

ーとすることができ

る。また、日本薬局

方、日本工業規格に

基づいた調製法でフ

ァクターを求めるこ

ともできる。

ア 0.1mol/L硝酸銀標

準溶液

塩化ナトリウム（

容量分析用標準物質

）の必要量をるつぼ

に入れて600℃で約40

分加熱した後、デシ

ケーターに入れて放

冷し、放冷後、1.00

ｇ～1.25ｇを小数第

４位まで量りとり、

水に溶解して250mlと

する。その10mlを100

mlビーカーにとり、

希硝酸（硝酸10mlを

水で希釈して１ｌと

したもの。）50mlを
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加え、さらに１％ポ

リオキシエチレン(20

)ソルビタンモノラウ

レート（ポリソルベ

ート20）１mlを全量

ピペットを用いて加

えて電位差滴定装置

に装着し、撹拌しな

がら0.1mol/L硝酸銀

標準溶液で滴定する

。装標準置の操作に

従い終点を検出する

。塩化ナトリウム溶

液に替えて水10mlを

用いて同様に操作し

空試験を行う。空試

験において、終点が

検出されない場合に

は、その滴定値は０

mlとする。

Ｆ＝(10/250)×Ｗ×

(Ｑ/100)/{0.005844

×(ｔ－ｂ)}

ｗ：塩化ナトリウム重

量(ｇ)

Ｑ：塩化ナトリウム純

度(％)

0.005844：0.1mol/L硝

酸銀標準溶液１ml

に相当する塩化ナ

トリウムの重量

(ｇ)

ｔ：塩化ナトリウムの

滴定に要した0.1

mol/L硝酸銀標準

溶液の体積(ml)

ｂ：空試験の滴定に要
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した0.1mol/L硝酸

銀標準溶液の体積

(ml)

イ 0.05mol/L硝酸銀標

準溶液

塩化ナトリウム（容

量分析用標準物質）

の必要量をるつぼに

入れて600℃で約40分

加熱した後、デシケ

ーターに入れて放冷

し、放冷後、1.00ｇ

～1.25ｇを小数第４

位まで量りとり、水

に溶解して250mlとす

る。その10mlに水50

mlを加え、２％クロ

ム酸カリウム溶液１

mlを指示薬として加

えて、25ml容褐色ビ

ュレットを用い0.05

mol/L硝酸銀標準溶液

で滴定する。試料溶

液が微橙色を呈する

点を終点とする 。

塩化ナトリウム溶液

に替えて水10mlを用

いて同様に操作し空

試験を行う。

次式によりファクタ

ーを計算する。

Ｆ＝(10/250)×Ｗ×

(Ｑ/100)/{0.002922

×(ｔ－ｂ)}

ｗ：塩化ナトリウム重

量(ｇ)

Ｑ：塩化ナトリウム純
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度(％)

0.002922：0.1mol/L硝

酸銀標準溶液１ml

に相当する塩化ナ

トリウムの重量(g)

ｔ：塩化ナトリウムの

滴定に要した0.1

mol/L硝酸銀標準溶

液の体積(ml)

ｂ：空試験の滴定に要

した0.05mol/L硝酸

銀標準溶液の体積

(ml)

全窒素分 ケルダール法により全窒素分 試料約１ｇに硫酸カリウム10

を定量する。 、りん酸第２カリウム10、硫

１ 測定の手順 酸銅２の割合の分解促進剤５

分解 ｇ及び硫酸20mlを加えて加熱

ア 試料約0.5ｇを正確 分解後、水を加えて200mlとし

に薬包紙に量りとり、 、その50mlを取り、アルカリ

ケルダール分解チュ 性とした後蒸留する。あらか

ーブに薬包紙ごと入れ じめ25mlの４％ホウ酸溶液入

、分解促進剤（硫酸カ れてある受器に留液約100mlを

リウムと硫酸銅（Ⅱ） 得るまで蒸留し、ブロムクレ

五水和物を９：１の ゾールグリーン・メチルレッ

割合で粉砕混合して調 ド混合指示薬を加えて0.025mo

製する。以下同じ。） l/L硫酸溶液で滴定して全窒素

約10ｇ及び硫酸約15ml 量を求め、試料重量に対する

を加え、あらかじめ保 百分比を全窒素分とする。

温しておいた加熱ブロ

ック分解装置（分解チ

ューブに沸石２～３個

と水50mlを入れ、あら

かじめ400℃に設定し

た加熱ブロックにチュ

ーブをのせたとき、

２分30秒以内に沸騰す
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る能力を有するもので

あること。）に設置す

る。

イ 最初は200℃で加熱

し、30～40分経過して

泡立ちがおさまったら

400℃にする。分解液

が青色透明になってい

るのを確認後、約60分

間そのまま加熱する。

ウ 加熱終了後室温ま

で放冷する。

エ アからウまでの操

作を空試験試料（薬包

紙のみ）についても同

様に行う。

蒸留

自動蒸留装置のレシー

バー部に１～４％ほう酸

溶液30ml及びブロモクレ

ゾールグリーン・メチル

レッド混合指示薬２～３

滴を加えた300ml三角フ

ラスコ又は１～４％ほう

酸溶液にあらかじめ混合

指示薬を添加した溶液30

mlを加えた捕集容器(

300ml以上)を装着する。

分解液の入ったチューブ

に蒸留水50mlを加えて装

置に装着し、約40％水酸

化ナトリウム溶液60～80

mlを加えてアルカリ性と

し蒸留する。蒸留液が

150ml以上得られるまで

蒸留を行う。

滴定
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ア 手動滴定（比色によ

る目視）

蒸留液を0.05mol/L

硫酸標準溶液で滴定す

る。留液が緑色から汚

無色を経てうすい灰赤

色を呈したところを終

点とする。空試験用試

料について得られた蒸

留液も同様に滴定を行

う。

空試験の滴定で、１

滴で明らかに終点を超

える色を呈したときは

、空試験の滴定値を０

mlとする。

イ 自動滴定

蒸留液を0.05mol/L

硫酸標準溶液で滴定す

る。滴定装置の操作に

従い、終点を検出する

。空試験用試料につい

て得られた蒸留液も同

様に操作を行う。

空試験の滴定で、１

滴で明らかに終点を超

える色を呈したときは

、空試験の滴定値を０

mlとする。

２ 計算

全窒素分（％）＝（Ｔ－

Ｂ）×Ｆ×0.0014／Ｗ×

100

Ｔ：滴定値(ml)

Ｂ：空試験の滴定値(ml)

Ｆ：0.05mol/L硫酸標準溶

液のファクター
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Ｗ：試料重量（ｇ）

0.0014：0.05mol/L硫酸標

準溶液１mlに相当

する窒素の重量(g)

注１：試験に用いる水は

、別に規定するもの

のほか、蒸留法若し

くはイオン交換法に

よって精製した水又

は逆浸透法、蒸留法

、イオン交換法など

を組み合わせた方法

によって精製した水

とする。

注２：別に規定するもの

のほか、試験に用い

る試薬、試液、容量

分析用標準物質は、

日本工業規格の容量

分析用標準物質、特

級などの規格に適合

するものとする。

注３：0.05mol/L硫酸標準

溶液のファクター(F)

は次のように求める

。ただし、調製済の

市販標定品を使用す

る場合は標定値をフ

ァクターとすること

ができる。 また、日

本薬局方、日本工業

規格に基づいた調製

法でファクターを求

めることもできる。

炭酸ナトリウム

(容量分析用標準物質

)の必要量をるつぼに
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入れて600℃で約60分

加熱した後、デシケ

ーターに入れて放冷

し、放冷後、1.0ｇ～

1.5ｇを小数第４位ま

で量りとり、煮沸し

て二酸化炭素を除き

冷却した水（炭酸を

含まない水）に溶解

して250mlとする。そ

の25mlを200ml三角フ

ラスコにとり、炭酸

を含まない水20ml及

びブロモフェノール

ブルー指示薬（ブロ

モフェノールブルー

0.1ｇを95％エタノー

ル20mlに溶かし、水

を加えて100mlにした

もの）を２～３滴加

えて、0.05mol/L硫酸

標準溶液で滴定する

。終点は液の色が青

紫から青みの緑とな

ったところとする。

炭酸ナトリウム溶液

に替えて炭酸を含ま

ない水25mlを用いて

同様に操作し空試験

を行う。次式を用い

てファクターを計算

する。

Ｆ＝(25/250)×ｗ×(Ｑ

／100)／｛0.005299

×（ｔ－ｂ）｝

ｗ：炭酸ナトリウム重量(g)

Ｑ：炭酸ナトリウム純度(%)
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0.005299：0.05mol/L硫酸標

準溶液１mlに相当する

炭酸ナトリウムの重量

(g)

t：炭酸ナトリウムの滴定

に要した0.05mol/L硫酸

標準溶液の体積(ml)

ｂ：空試験の滴定に要した

0.05mol/L硫酸標準溶液

の体積(ml)

でん粉含有量 [削る。] 試料約５ｇを水10mlで溶解

し、これに８％水酸化カリウ

ム・95％アルコール溶液30ml

を加えて90℃の湯浴中で約30

分間加熱し、約１時間放置後

毎分4,000回転で５分間遠心分

離する。

分離した沈でん物を４％水

酸化カリウム・50％アルコー

ル及び50％アルコールを用い

て２回ずつ洗浄した後、100ml

の水を用いてフラスコに移し

、25％塩酸溶液10mlを加えて

沸騰水浴中で150分間加熱分解

した後、冷却し、メチルレッ

ドを指示薬として10％水酸化

ナトリウム溶液で中和し、水

を加えて250mlとしたものを還

元用の検液として、糖分の測

定方法と同様にして求めた糖

量に0.9を乗じて得た重量の試

料重量に対する百分比をでん

粉含有量とする。

（改正理由）

・ 水分を規格項目から削除するため、その測定方法も削除する。

・ 糖分について、現在の測定方法は、乳糖が正確に測定できないことから、

製品に乳糖が使用されている場合、係数（１．２）を乗じて糖分値をとして
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いる。このため、乳糖も正確に測定できる高速液体クロマトグラフを用いた

測定方法に改る。

・ 食塩分は、モール法による測定方法が規定されているが、電位差滴定法に

ついても分析精度などが確認されたことから、その測定方法を規定すること

とし、風味調味料メーカーや分析機関が複数の測定方法が利用できるように

する。

・ 全窒素分については、風味調味料メーカーや分析機関が通常実施している

自動蒸留装置による測定方法に改める。

・ でん粉含有量は、風味調味料メーカーが原材料の配合時に確認する事項で

ある「でん粉及びデキストリン配合量」として新たに規定したため、分析を

行う必要がなくなったことから測定方法を削除する。

④ 別表（風味原料含有率の計算式）

改 正 案 現 行

× ×使用する粉末の風味原料の重量(g) 使用する粉末の風味原料の重量(g)

使用する粉末の風味原料の固乾物含有率(％) 使用する粉末の風味原料の固乾物含有率(％)

１００％ ８２％

＋ × ＋ ×使用する抽出濃縮物の風味原料の重量(g) 使用する抽出濃縮物の風味原料の重量(g)

使用する抽出濃縮物の風味原料の固乾物 使用する抽出濃縮物の風味原料の固乾物

１００％ ９２％

１ １含有率(g) 含有率(g)
× ×

製品の内容量（ｇ） 製品の内容量（ｇ）

×１００ ×１００

（改正内容）

・ 粉末の風味原料の水分を１８％、抽出物の風味原料の水分値を８％と一律

に規定せず、無水物換算としたために計算式を改める。



風味調味料の日本農林規格（昭和５０年３月２５日農林省告示第３１０号）一部改正新旧対照表

改 正 案 現 行

風味調味料の日本農林規格 風味調味料の日本農林規格

（適用の範囲） （適用の範囲）

第１条 ［略］ 第１条 この規格は、風味調味料に適用する。

（定義） （定義）

第２条 ［略］ 第２条 この規格において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

用語 定義 用語 定義

風味調味料 調味料（アミノ酸等）及び風味原料に砂糖類、食塩等（香辛料を除く。）を 風味調味料 調味料（アミノ酸等）及び風味原料に糖類、食塩等（香辛料を除く。）を加

加え、乾燥し、粉末状、顆粒状等にしたものであって、調理の際風味原料の え、乾燥し、粉末状、顆粒状等にしたものであって、調理の際風味原料の香

香り及び味を付与するものをいう。 り及び味を付与するものをいう。

風味原料 節類（かつおぶし等）、煮干魚類、こんぶ、貝柱、乾しいたけ等の粉末又は 風味原料 かつおぶし、煮干魚類、こんぶ、貝柱、乾しいたけ等の粉末又は抽出濃縮物

抽出濃縮物をいう。 をいう。

（規格） （規格）

第３条 ［略］ 第３条 風味調味料の規格は、次のとおりとする。

区分 基準 区分 基準

性状 １ 香味及び色沢が良好であり、かつ、異味異臭がないこと。 性状 １ 香味が良好であり、かつ、異味異臭がないこと。

２ 粉末状又はか粒状のものにあっては、吸湿による塊等がなく粒子が分 ２ 粉末状又はか粒状のものにあつては、吸湿による塊等がなく粒子が分離

離しているものであり、その他の形状のものにあっては、くずれ等がな しているものであり、その他の形状のものにあつては、くずれ等がなく本

く本来の形状を保持しているものであること。 来の形状を保持しているものであること。

「削る。」 「削る。」 水分 ４．０％以下であること。

［略］ ［略］ 糖分及び食塩分 糖分４０％以下、食塩分３５％以下であり、かつ、糖分及び食塩分の合計量

が６５％以下であること。

全窒素分 下表左欄の風味原料を使用したものにあっては、下表右欄に規定する基準 全窒素分 風味原料としてかつおぶしの粉末を使用したものにあつては、２．７％以上

値以上であること。 であること。

風味原料 基準値



かつおぶしの粉末及び抽出濃縮物並びにかつおの抽出濃縮 ２．７％

物

煮干いわし、煮干とびうおの粉末及び抽出濃縮物 ２．５％

でん粉及びデキス 原料として使用したでん粉及びデキストリンの重量の原材料に対する割合が でん粉含有量 ２％以下であること。

トリンの配合量 ２％以下であること。

風味原料の配合率 別表の算式により算出した風味原料の粉末及び抽出濃縮物の配合率が８．３ 風味原料の含有率 別表の算式により算出した風味原料の粉末及び抽出濃縮物の含有率が１０％

％以上であること。 以上であること。

原 食品添加物以 ［略］ 原 食品添加物以 次に掲げるもの以外のものを使用していないこと。

材 外の原材料 １ 風味原料 材 外の原材料 １ 風味原料

料 かつおぶし、そうだかつおぶし、さばぶし、あじぶし及びいわしぶし 料 かつおぶし（そうだかつおぶしを含む。）、さばぶし、あじぶし及びい

の粉末又は抽出濃縮物、かつお、そうだかつお及びさばの抽出濃縮物並 わしぶしの粉末又は抽出濃縮物、かつお（そうだかつおを含む。）及びさ

びに煮干いわし、煮干とびうお、こんぶ、貝柱及び乾しいたけの粉末又は ばの抽出濃縮物並びに煮干魚類（いわしに限る。）、こんぶ、貝柱及び乾

抽出濃縮物 しいたけの粉末又は抽出濃縮物

２ 砂糖類 ２ 糖類

砂糖、ぶどう糖、果糖、乳糖、ぶどう糖果糖液糖、果糖ぶどう糖液糖、 砂糖、ぶどう糖、果糖、ぶどう糖果糖液糖、果糖ぶどう糖液糖、高果糖

高果糖液糖、砂糖混合ぶどう糖果糖液糖、砂糖混合果糖ぶどう糖液糖及び 液糖、砂糖混合ぶどう糖果糖液糖、砂糖混合果糖ぶどう糖液糖及び砂糖混

砂糖混合高果糖液糖 合高果糖液糖

３ ［略］ ３ 食塩

４ たん白加水分解物及び酵母エキス ４ たん白加水分解物

５ 「削る。」 ５ 賦形剤

でん粉及びデキストリン でん粉、デキストリン及び乳糖

［略］ ［略］ 食品添加物 次に掲げるもの以外のものを使用していないこと。

１ 調味料

Ｌ－アスパラギン酸ナトリウム、ＤＬ－アラニン、５’－イノシン酸二

ナトリウム、５’－グアニル酸二ナトリウム、クエン酸三ナトリウム、グ

リシン、Ｌ－グルタミン酸ナトリウム、コハク酸一ナトリウム、コハク酸

二ナトリウム、Ｌ－ヒスチジン塩酸塩、Ｌ－ヒスチジン、乳酸カルシウム

、乳酸ナトリウム、フマル酸一ナトリウム及び５’－リボヌクレオチド二

ナトリウム

２ 酸味料

クエン酸

［略］ ［略］ 異物 混入していないこと。



［略］ ［略］ 内容量 表示量に適合していること。

（測定方法） （測定方法）

第４条 ［略］ 第４条 前条の規格における水分、糖分、食塩分、全窒素分及びでん粉含有量の測定方法は、次のと

おりとする

事項 測定方法 事項 測定方法

「削る。」 「削る。」 水分 試料約３ｇを温度７０℃、圧力４０ｋｐａ以下で５時間乾燥した後ひょう量

し、乾燥前の重量と乾燥後の重量との差の試料重量に対する百分比を水分と

する。

糖分 １ 装置 糖分 １ 試料約５ｇに水を加えて２００ｍｌとしたものをろ過し、そのろ液５０

カラム恒温槽、脱気装置が備えられている示差屈折率検出器付き高速液 ｍｌを６５℃の湯浴中に浸し、２５％塩酸溶液５ｍｌを加えて１５分間保

体クロマトグラフを使用する。 った後、冷却し、メチルレッドを指示薬として１０％水酸化ナトリウム溶

２ 混合標準溶液の調製 液で中和し、水を加えて２５０ｍｌとしたものを還元用の検液とする。

あらかじめ減圧乾燥器を用いて６０℃、２．７ｋＰａ以下で３時間乾燥 ２ １の検液、ソモギー第１液及び水を１０ｍｌずつ取り、沸騰水浴中で２

させた果糖、ぶどう糖、しょ糖をそれぞれ約１ｇずつ及び乳糖１水和物約 ５分間加熱した後、冷却し、ソモギー第２液１０ｍｌ及び１ｍｏｌ／Ｌ硫

１．１ｇを正確に量り取り５０％エタノールで１００ｍｌ全量フラスコで 酸溶液１０ｍｌを加え、１％でん粉溶液を指示薬として０．０５ｍｏｌ／

定容とし、１０ｍｇ／ｍｌ混合標準溶液とする。これを５０％エタノール Ｌチオ硫酸ナトリウム溶液で滴定して糖量を求め、その試料全量に対する

で正確に希釈し、０．２、１、２、４及び６ｍｇ／ｍｌ希釈混合標準溶液 百分比（乳糖を加えたものにあつては、百分比に１．２を乗じた比率）を

とする。量り取った正確な重量を用いて検量線の各濃度を正確に算出する 糖分とする。

。

３ 試験溶液の調製

試料約５ｇを正確に量り取り、水で５０ｍｌ全量フラスコで定容とし

、よく撹拌する。定量分析用ろ紙でろ過する。

固相抽出ミニカラム（約３ｍｌ容の有機溶媒に耐性の材質のカラム管

にジビニルベンゼンとＮ－ビニルピロリドンの共重合体６０ｍｇを充

てんしたもの又はこれと同等の分離特性を有するもので、あらかじめ

メタノール２ｍｌ、水２ｍｌを順次通過させ、残っている水を排出し

ておく。）にろ液２．５ｍｌを通過させた後、残っているろ液を排出

する。次いで水２．５ｍｌを通過させた後、残っている水を排出する

。ミニカラム通過液は全量を２５ｍｌ全量フラスコに受け、エタノー

ルで定容とし、よく撹拌する。

ろ過膜（孔径が０．４５μｍ又はそれより小さいもので有機溶媒に

耐性の材質のもの）でろ過して試験溶液とする。

４ 高速液体クロマトグラフの条件

分析カラムに前に保護カラムを装着して分析する。

分析カラム 内径４．６ｍｍ、長さ２５０ｍｍのステンレス管にポ

リビニルアルコールゲルにペンタエチレンヘキサミンを



化学結合したものを充てんしたもの又はこれと同等の分

離能力を有するもの

保護カラム 内径４．６ｍｍ、長さ１０ｍｍのステンレス管に分析

カラムと同じ充てん剤を充てんしたもの又はこれと同等

の能力を有するもの

カラム温度 ３０℃付近の一定温度

移 動 相 約７５％アセトニトリル

（ 及び を微調整して乳糖標準品の保持時間が約１５分となるよ 

うにする。)

流 速 １ｍｌ／分

５ 希釈混合標準溶液２０ ｌを高速液体クロマトグラフに注入し、各糖のμ

ピーク面積をデータ処理装置を用いて自動積分法で測定し、濃度とピー

ク面積について検量線を求める（検量線には原点を含めない。）。

６ 試験溶液２０ ｌを高速液体クロマトグラフに注入し、各糖のピーク面μ

積をデータ処理装置を用いて自動積分法で測定し、検量線により各糖の

濃度を求める。各糖含有量は次式により求める。

各糖含有量（ｍｇ／ｇ）＝Ａ×２５（最終希釈液量）×２０／Ｗ

Ａ：検量線から求めた試験液の各糖濃度（ｍｇ／ｍｌ）

Ｗ：試料重量(ｇ)

７ 糖分の計算

各糖含有量を合計して全糖含有量を求め、その試料全量に対する百分

比を糖分とする。

注１：試験に用いる水は、蒸留法若しくはイオン交換法によって精製し

た水又は逆浸透法、蒸留法、イオン交換法などを組み合わせた方法

によって精製した水とする。

注２：別に規定するもののほか、試験に用いる試薬、試液、容量分析用

標準物質及びろ紙は、日本工業規格の容量分析用標準物質、特級な

どの規格に適合するものとする。また、移動相に用いる溶媒は高速

液体クロマトグラフ用のものとする。

食塩分 １ 測定の手順 食塩分 試料約５ｇに水を加えて５００ｍｌとしたものをろ過し、そのろ液１０ｍｌ

試料の調整 を取り、中和した後、２％クロム酸カリウム溶液を指示薬として０．０５ｍ

試料約５ｇを正確に量りとり、５００ｍｌ全量フラスコに水で洗い込 ｏｌ／Ｌ硝酸銀溶液で滴定し、食塩の重量を求め、その試料全量に対する百

みながら定容とする。定量分析用ろ紙でろ過し、食塩分測定用試料溶液 分比を食塩分とする。

とする。

滴定

ア 自動滴定（電位差滴定装置を用いた方法）

試料溶液１０ｍｌを全量ピペットで１００ｍｌビーカーに取り、希

硝酸（硝酸１０ｍｌを水で希釈して１ｌとしたもの。）５０ｍｌを加

え、さらに１％ポリオキシエチレン（２０）ソルビタンモノラウレー



ト（ポリソルベート２０）１ｍｌを全量ピペットを用いて加えて電位

差滴定装置に装着し、撹拌しながら０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液

で滴定する。装置の操作に従い終点を検出する。

試料溶液に替えて水１０ｍｌを用いて同様に操作し空試験を行う。

空試験において、終点が検出されない場合には、その滴定値は０ｍｌ

とする。

イ 手動滴定（比色による目視）

試料溶液１０ｍｌを全量ピペットで２００ｍｌ三角フラスコに取り

、水５０ｍｌを加え、２％クロム酸カリウム溶液１ｍｌを指示薬とし

て加えて、２５ｍｌ容褐色ビュレットを用い０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸

銀標準溶液で滴定する。試料溶液が微橙色を呈する点を終点とする。

試料溶液に替えて水１０ｍｌを用いて同様に操作し空試験を行う。

２ 計算

自動滴定

食塩分（％）＝０．００５８４４×｛（Ｔ－Ｂ）×Ｆ｝／Ｗ×５０

×１００

Ｔ：本試験における０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液の滴定値（ｍｌ

）

Ｂ：空試験における０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液の滴定値（ｍｌ

）

Ｆ：０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液のファクター

Ｗ：試料重量（ｇ）

０．００５８４４：０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液１ｍｌに相当す

る食塩の重量（ｇ）

手動滴定

食塩分（％）＝０．００２９２２×｛（Ｔ－Ｂ）×Ｆ｝／Ｗ×５０

×１００

Ｔ：本試験における０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液の滴定値（ｍ

ｌ）

Ｂ：空試験における０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液の滴定値（ｍ

ｌ）

Ｆ：０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液のファクター

Ｗ：試料重量（ｇ）

０．００２９２２：０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液１ｍｌに相当

する食塩の重量（ｇ）

注１：試験に用いる水は、蒸留法若しくはイオン交換法によって精製

した水又は逆浸透法、蒸留法、イオン交換法などを組み合わせた方

法によって精製した水とする。

注２：別に規定するもののほか、試験に用いる試薬、試液、容量分析

用標準物質及びろ紙は、日本工業規格の容量分析用標準物質、特



級などの規格に適合するものとする。

注３：０．１及び０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液のファクター（

Ｆ）は次のように求める。ただし、調製済の市販標定品を使用す

る場合は標定値をファクターとすることができる。また、日本薬

局方、日本工業規格に基づいた調製法でファクターを求めること

もできる。

ア ０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液

塩化ナトリウム（容量分析用標準物質）の必要量をるつぼに入

れて６００℃で約４０分加熱した後、デシケーターに入れて放冷

し、放冷後、１．００ｇ～１．２５ｇを小数第４位まで量りとり

、水に溶解して２５０ｍｌとする。その１０ｍｌを１００ｍｌビ

ーカーにとり、希硝酸（硝酸１０ｍｌを水で希釈して１ｌとした

もの。）５０ｍｌを加え、さらに１％ポリオキシエチレン（２０

）ソルビタンモノラウレート（ポリソルベート２０）１ｍｌを全

量ピペットを用いて加えて電位差滴定装置に装着し、撹拌しなが

ら０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液で滴定する。装置の操作に従

い終点を検出する。塩化ナトリウム溶液に替えて水１０ｍｌを用

いて同様に操作し空試験を行う。空試験において、終点が検出さ

れない場合には、その滴定値は０ｍｌとする。次式によりファク

ターを計算する。

Ｆ＝（１０／２５０）×ｗ×（Ｑ／１００）／｛０．００５８４

４×（ｔ－ｂ）｝

ｗ：塩化ナトリウム重量（ｇ）

Ｑ：塩化ナトリウム純度（％）

０．００５８４４：０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液１ｍｌに相

当する塩化ナトリウムの重量（ｇ）

t：塩化ナトリウムの滴定に要した０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準

溶液の体積（ｍｌ）

ｂ：空試験の滴定に要した０．１ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液の体

積（ｍｌ）

イ ０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液

塩化ナトリウム（容量分析用標準物質）の必要量をるつぼに入

れて６００℃で約４０分加熱した後、デシケーターに入れて放冷

し、放冷後、１．００ｇ～１．２５ｇを小数第４位まで量りとり

、水に溶解して２５０ｍｌとする。その１０ｍｌに水５０ｍｌを

加え、２％クロム酸カリウム溶液１ｍｌを指示薬として加えて、

２５ｍｌ容褐色ビュレットを用い０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準

溶液で滴定する。試料溶液が微橙色を呈する点を終点とする。塩

化ナトリウム溶液に替えて水１０ｍｌを用いて同様に操作し空試

験を行う。次式によりファクターを計算する。



Ｆ＝（１０／２５０）×ｗ×（Ｑ／１００）／｛０．００２９２

２×（ｔ－ｂ）｝

ｗ：塩化ナトリウム重量（ｇ）

Ｑ：塩化ナトリウム純度（％）

０．００２９２２：０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液１ｍｌに

相当する塩化ナトリウムの重量（ｇ）

t：塩化ナトリウムの滴定に要した０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標

準溶液の体積（ｍｌ）

ｂ：空試験の滴定に要した０．０５ｍｏｌ／Ｌ硝酸銀標準溶液の

体積（ｍｌ）

全窒素分 ケルダール法により全窒素分を定量する。 全窒素分 試料約１ｇに硫酸カリウム１０，りん酸第２カリウム１０，硫酸銅２の割合

１ 測定の手順 の分解促進剤５ｇ及び硫酸２０ｍｌを加えて加熱分解後、水を加えて２００

分解 ｍｌとし、その５０ｍｌを取り、アルカリ性とした後蒸留する。あらかじめ

ア 試料約０．５ｇを正確に薬包紙に量りとり、ケルダール分解チュ ２５ｍｌの４％ホウ酸溶液入れてある受器に留液約１００ｍｌを得るまで蒸

ーブに薬包紙ごと入れ、分解促進剤（硫酸カリウムと硫酸銅（Ⅱ） 留し、ブロムクレゾールグリーン・メチルレッド混合指示薬を加えて０．０

五水和物を９：１の割合で粉砕混合して調製する。以下同じ。）約 ２５ｍｏｌ／Ｌ硫酸溶液で滴定して全窒素量を求め、試料重量に対する百分

１０ｇ及び硫酸約１５ｍｌを加え、あらかじめ保温しておいた加熱 比を全窒素分とする。

ブロック分解装置（分解チューブに沸石２～３個と水５０ｍｌを入

れ、あらかじめ４００℃に設定した加熱ブロックにチューブをのせ

たとき、２分３０秒以内に沸騰する能力を有するものであること。

）に設置する。

イ 最初は２００℃で加熱し、３０～４０分経過して泡立ちがおさま

ったら４００℃にする。分解液が青色透明になっているのを確認後

、約６０分間そのまま加熱する。

ウ 加熱終了後室温まで放冷する。

エ アからウまでの操作を空試験試料（薬包紙のみ）についても同様

に行う。

蒸留

自動蒸留装置のレシーバー部に１～４％ほう酸溶液３０ｍｌ及びブ

ロモクレゾールグリーン・メチルレッド混合指示薬２～３滴を加えた

３００ｍｌ三角フラスコ又は１～４％ほう酸溶液にあらかじめ混合指

示薬を添加した溶液３０ｍｌを加えた捕集容器（３００ｍｌ以上)を装

着する。分解液の入ったチューブに蒸留水５０ｍｌを加えて装置に装

着し、約４０％水酸化ナトリウム溶液６０～８０ｍｌを加えてアルカ

リ性とし蒸留する。蒸留液が１５０ｍｌ以上得られるまで蒸留を行

滴定

ア 手動滴定（比色による目視）

蒸留液を０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液で滴定する。留液が緑色

から汚無色を経てうすい灰赤色を呈したところを終点とする。空試験



用試料について得られた蒸留液も同様に滴定を行う。

空試験の滴定で、１滴で明らかに終点を超える色を呈したときは、

空試験の滴定値を０ｍｌとする。

イ 自動滴定

蒸留液を０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液で滴定する。滴定装置

の操作に従い、終点を検出する。空試験用試料について得られた蒸留

液も同様に操作を行う。

空試験の滴定で、１滴で明らかに終点を超える色を呈したときは、

空試験の滴定値を０ｍｌとする。

２ 計算

全窒素分（％）＝（Ｔ－Ｂ）×Ｆ×０．００１４／Ｗ×１００

Ｔ：滴定値（ｍｌ）

Ｂ：空試験の滴定値（ｍｌ）

Ｆ：０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液のファクター

Ｗ：試料重量（ｇ）

０．００１４：０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液１ｍｌに相当する窒素

の重量（ｇ）

注１：試験に用いる水は、別に規定するもののほか、蒸留法若しくはイ

オン交換法によって精製した水又は逆浸透法、蒸留法、イオン交換

法などを組み合わせた方法によって精製した水とする。

注２：別に規定するもののほか、試験に用いる試薬、試液、容量分析用

標準物質は、日本工業規格の容量分析用標準物質、特級などの規格

に適合するものとする。

注３：０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液のファクター（Ｆ）は次のよう

に求める。ただし、調製済の市販標定品を使用する場合は標定値を

ファクターとすることができる。 また、日本薬局方、日本工業規

格に基づいた調製法でファクターを求めることもできる。

炭酸ナトリウム（容量分析用標準物質）の必要量をるつぼに入れ

て６００℃で約６０分加熱した後、デシケーターに入れて放冷し、

放冷後、１．０ｇ～１．５ｇを小数第４位まで量りとり、煮沸して

二酸化炭素を除き冷却した水（炭酸を含まない水）に溶解して２５

０ｍｌとする。その２５ｍｌを２００ｍｌ三角フラスコにとり、炭

酸を含まない水２０ｍｌ及びブロモフェノールブルー指示薬（ブロ

モフェノールブルー０．１ｇを９５％エタノール２０ｍｌに溶かし

、水を加えて１００ｍｌにしたもの）を２～３滴加えて、０．０５

ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液で滴定する。終点は液の色が青紫から青み

の緑となったところとする。炭酸ナトリウム溶液に替えて炭酸を含

まない水２５ｍｌを用いて同様に操作し空試験を行う。次式を用い

てファクターを計算する。

Ｆ＝（２５／２５０）×ｗ×（Ｑ／１００）／｛０．００５２９９



×（ｔ－ｂ）｝

ｗ：炭酸ナトリウム重量（ｇ）

Ｑ：炭酸ナトリウム純度（％）

０．００５２９９：０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液１ｍｌに相当

する炭酸ナトリウムの重量（ｇ）

t：炭酸ナトリウムの滴定に要した０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶

液の体積（ｍｌ）

ｂ：空試験の滴定に要した０．０５ｍｏｌ／Ｌ硫酸標準溶液の体積

（ｍｌ）

［削る。］ ［削る。］ でん粉含有量 試料約５ｇを水１０ｍｌで溶解し、これに８％水酸化カリウム・９５％アル

コール溶液３０ｍｌを加えて９０℃の湯浴中で約３０分間加熱し、約１時間

放置後毎分４，０００回転で５分間遠心分離する。

分離した沈でん物を４％水酸化カリウム・５０％アルコール及び５０％アル

コールを用いて２回ずつ洗浄した後、１００ｍｌの水を用いてフラスコに移

し、２５％塩酸溶液１０ｍｌを加えて沸騰水浴中で１５０分間加熱分解した

後、冷却し、メチルレッドを指示薬として１０％水酸化ナトリウム溶液で中

和し、水を加えて２５０ｍｌとしたものを還元用の検液として、糖分の測定

方法と同様にして求めた糖量に０．９を乗じて得た重量の試料重量に対する

百分比をでん粉含有量とする。

［略］ 別表（第３条関係）

算式 算式

使用する粉末の風味原料の固乾物含有率（％） 使用する粉末の風味原料の固乾物含有率（％）

使用する粉末の風味原料の重量（ｇ）× 使用する粉末の風味原料の重量（ｇ）×

１００％ ８２％

使用する抽出濃縮物の風味原料の固乾物 使用する抽出濃縮物の風味原料の固乾物

＋ 使用する抽出濃縮物の風味原料の重量（ｇ）× ＋ 使用する抽出濃縮物の風味原料の重量（ｇ）×

１００％ ９２％

含有率（％） １ 含有率（％） １

× × １００ × × １００

製品の内容量（ｇ） 製品の内容量（ｇ）



農林物資規格調査会部会議事次第

日時：平成１８年１月２６日(木)

１４時～

場所：農林水産省第二特別会議室

１ 開会

２ 表示・規格課長挨拶

３ 議題

(1) 日本農林規格について

風味調味料の日本農林規格の改正

(2) 品質表示基準について

ア 風味調味料品質表示基準の改正

イ 凍豆腐品質表示基準の改正

ウ 乾燥マッシュポテト品質表示基準の廃止

エ さくらんぼ砂糖漬け品質表示基準の廃止

オ アイスクリーム品質表示基準の廃止

(3) その他

４ 閉会

資 料

１ 農林物資規格調査会委員名簿

２ 風味調味料の日本農林規格の見直しについて（案）

３ 風味調味料品質表示基準の改正について（案）

４ 凍豆腐品質表示基準の改正について（案）

５ 乾燥マッシュポテト品質表示基準の廃止について（案）

６ さくらんぼ砂糖漬け品質表示基準の廃止について（案）

７ アイスクリーム品質表示基準の廃止について（案）

８ ＪＡＳ規格の制定・見直しの基準



農林物資規格調査会部会委員等名簿

氏 名 役 職

○河原 はつ子 全国地域婦人団体連絡協議会常任理事

○畑江 敬子 お茶の水女子大学大学院人間文化研究科教授

○宮地 邦明 日本チェーンストア協会食品委員会委員

○森田 満樹 食品科学広報センター主任研究員

加藤 信子 関西生活者連合会理事

加藤 博 （社）アイスクリーム協会専務理事

河道前 伸子 全国消費者協会連合会安全対策委員会委員長

川畑 正美 消費者

熊代 聖子 全国生活学校連絡協議会事務局長

小坂 潤子 （社）全国消費生活相談員協会相談員

檀原 直美 全国凍豆腐工業協同組合連合会専務理事

積山 昇司 カルビーポテト（株）帯広工場工場長代理

土橋 芳和 （社）日本缶詰協会技術部課長

内藤 英代 消費科学連合会企画委員

長谷川 朝惠 消費生活アドバイザー

花澤 達夫 （財）食品産業センター専務理事

堀江 雅子 （財）ベターホーム協会常務理事

松浦 幸宏 風味調味料協会技術担当

日本農産缶詰工業組合事務局長浜田 敏次

○印：農林物資規格調査会委員



（パブリックコメント募集結果等）

規制の設定又は改廃に係る意見提出手続きによる寄せられた意見・情報

（風味調味料の日本農林規格）

１ 改正案に係る意見・情報の募集の概要（募集期間：H18.2.14～3.15）

受付件数：１件

２ ＷＴＯ通報によるコメント（募集期間：H18.6.2～8.3）

受付件数：なし



風味調味料の日本農林規格の改正案について

御意見の概要 当省の考え方（案）

風味調味料のＪＡＳ規格については 風味調味料は、調味料(アミノ酸等)及び風味

、風味原料の特長を生かすために、 原料を主要な原材料としており、双方の配合

使用できる食品添加物について、配 バランスにより製品の特徴がでるものと考え

合量(使用量)の上限を規定するべき られます。このため、使用できる食品添加物

ではないか。 について使用量の上限を設定することは考え

ていません。

使用可能な「酸味料」についてクエ ＪＡＳ規格については、良質な製品を供給す

ン酸だけでなくコハク酸、リンゴ酸 る観点から食品添加物は使用を必要かつ最小

も使用できるようにしてほしい。 限とすることを基本としています。

今回の見直しに当たり、風味調味料における

食品添加物の使用実態を調査したところ、コ

ハク酸及びリンゴ酸については使用実態がな

かったことから、使用できる酸味料として追

加しませんでした。

（別紙）
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